
 

 

 
分散型エネルギーリソースの更なる活用に向けた 

実証事業への参画について 
 

２０２２年５月３０日 
関西電力株式会社 
関西電力送配電株式会社 

 

関西電力株式会社（以下、関西電力）と関西電力送配電株式会社（以下、関
西送配電）は、経済産業省資源エネルギー庁の補助事業である「令和４年度蓄
電池等の分散型エネルギーリソース（以下、ＤＥＲ）を活用した次世代技術構
築実証事業費補助金（再エネ発電等のアグリゲーション技術実証事業のうち
分散型エネルギーリソースの更なる活用に向けた実証事業）※」に申請し、 
５月２７日に補助金の執行団体から採択決定の通知を受けました。 

 
※経済産業省が、多数のＤＥＲを束ねて(アグリゲーション）、正確に制御する技術等
の実証事業を行う経費に対して、当該費の一部を助成するもの。 

 
本実証事業は、電力系統に点在するお客さまが所有する蓄電池等の設備を統

合制御し、出力された電気を需給調整力として有効活用することで、あたかも一
つの発電所（仮想発電所）のように機能させる仕組みの構築を目指すものです。 
 
関西送配電等の一般送配電事業者が電力系統内の周波数（電気の品質）を

一定に保つために使用する電力を需給調整力と言います。２０２１年４月に
需給調整力を取引する需給調整市場が開設され、取引が拡大しています。 
今回、関西電力は蓄電池や電気自動車等の多種多様なリソースの獲得を図

りながら、より速く高度な制御が必要とされる一次・二次調整力の市場参入
に向けた技術の検証に取り組みます。 
関西送配電は蓄電池がピークカット等のエネルギーマネジメントとし

て制御されている時間帯において、エネルギーマネジメントを阻害するこ
となく、需給調整力として使用可能な電力を出力できるか検証します。 

 
 
両社は、本実証事業を通じて、ＤＥＲを活用した安定かつ効率的な電力

システムの構築や、各リソースの特性に応じた制御技術の確立による新た
なエネルギーマネジメントの実現に加え、これらを活用したエネルギー利
用の最適化や再生可能エネルギーのさらなる導入拡大を目指し、２０５０
年のゼロカーボン社会の実現に貢献してまいります。 

 

以 上 
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 別 紙  
 

分散型エネルギーリソースの更なる活用に向けた実証事業の概要 
 

１．実証概要 

本実証では、ＶＰＰ構築実証事業を通じて構築したシステムの高度化を図りなが

ら、ＤＥＲを活用した安定かつ効率的な電力システムの構築および再生可能エネル

ギーの普及拡大に資する実証に取り組んでいます。 

 

２．これまでの実証内容と結果 

 関西電力 

これまでに「需要家側エネルギーリソースを活用したバーチャルパワープラント（以下、

ＶＰＰ）構築実証事業費補助金（ＶＰＰ構築実証事業）」に参画し、比較的長時間の負荷

変動に対応する調整力を供出するために、リソースアグリゲーター※1 が様々なエネルギ

ーリソースを制御できるシステムを開発し、実際の現場で高度な実証を実施してきました。

その成果を活かし、ＶＰＰプラットフォームシステム「Ｋ－ＶＩＰｓ※2」を開発するとと

もに、２０２１年４月に開設された需給調整市場の三次調整力②に参入につなげました。 

また、「令和３年度蓄電池等の分散型エネルギーリソースを活用した次世代技術構築実証

事業費補助金（再エネ発電等のアグリゲーション技術実証事業のうち分散型エネルギーリ

ソースの更なる活用に向けた実証事業）」においては、２０２２年４月に開設された需給調

整市場 三次調整力①の参入に向けた技術検証に取り組み、市場参入を目指し、取り組み

を継続しています。 

 

関西送配電 

これまでに「ＶＰＰ構築実証事業」に参画し、比較的短時間（数秒から数分程度）の

負荷変動に合わせて蓄電池を即時充放電させて需給調整力を出すことを目的に、蓄電

池を１万台規模で一括制御するシステム「Ｋ－ＬＩＢＲＡ※３」を構築しました。実証

試験においては、周波数制御※４としてＧＦ相当制御※５、ＬＦＣ制御※６およびＥＤＣ－

Ｈ制御※７の検証を行い、それぞれの応動が現時点において議論されている需給調整市

場の一次調整力、二次調整力①および二次調整力②の要件※８を満たすことを確認して

います。 
 
＜調整力の区分＞ 

 一次調整力 二次調整力① 二次調整力② 三次調整力① 三次調整力② 

応動時間＊ 10 秒以内 5 分以内 5 分以内 15 分以内 45 分以内 

指令間隔 自端制御 0.5～数十秒 数秒～数分 3 時間 3 時間 

市場開設 2024 年 4 月 2024 年 4 月 2024 年 4 月 2022 年 4 月 
2021 年 4 月 

関西電力参入済み 

＊指令を受けてから指令通りの出力まで変化するのに要する時間 

 

３．２０２２年度の実証内容 

＜具体的な取組みの例＞ 

・２０２４年４月に開設予定である需給調整市場 一次調整力および二次調整力①

②の市場参入に向けた技術の検証に取り組みます。 

・蓄電池がピークカット等のエネルギーマネジメントとして制御されている時間帯

において、エネルギーマネジメントを阻害することなく需給調整力として使用可



能な電力を出力できるか検証します。 

 ＜本実証におけるシステム構成および体制のイメージ図＞ 

 

 
４．実施場所 
  日本全国の企業内設備及びお客さま設備 
 
５．補助事業期間 

２０２２年５月２７日～２０２３年２月２１日 
 

以 上 
 

※１ 需要家とＶＰＰサービス契約を直接締結して需要家側のエネルギーリソースや分散型エネル
ギーリソースを統合制御し、エネルギーサービスを提供する事業者のこと。 

※２ Ｋ－ＶＩＰｓ = Kanden Vpp Integrated Platform system の略。エネルギーリソースの監視・制御
等を利活用することで、お客さまのＶＰＰへの取組みをサポートする統合プラットフォームシステム。 

※３ Ｋ－ＬＩＢＲＡ = Kansai transmission and distribution’s Liberty to manage the power 
grid Integrated Batteries and energy Resource Aggregator(s)の略。 

    1 万台規模の蓄電池を周波数制御可能な蓄電池監視制御システム。 
※４ 電力系統の周波数を一定（５０Ｈｚ／６０Ｈｚ）に保つための制御のこと。２０２４年４月

に開設される需給調整市場で取引が開始される。 
※５ 発電機等の回転速度を一定に保つように、動力である蒸気および水量を自動的に調整する装

置である調速機（ガバナ）により、系統周波数の変化に追随して出力を調整させる制御（Governor 
Free の略）。本試験においては、蓄電池にて計測した系統周波数を基に、蓄電池が発電機と同
等の充放電制御を実施している。 

※６ 需要予測が困難な負荷変動（数分から十数分程度の周期）に対して、検出した系統周波数に
基づく中央給電指令所からの指令に応じて、電源等の出力制御をすること（Load Frequency 
Control の略）。本試験においては、中央給電指令所[模擬]からの LFC 信号を監視制御サーバが
受信し、各蓄電池へ信号を送信することで、各蓄電池が充放電制御を実施している。 

※７ 比較的長時間の負荷変動（数十分から数時間程度の周期）に対応するため、需要予測に基づく中央
給電指令所からの指令に対して、5 分以内に電源等の出力制御をすること（Economic load 
Dispatching Controlの略）。本試験においては、中央給電指令所[模擬]からの EDC-H信号を監視制
御サーバが受信し、各蓄電池へ信号を送信することで、各蓄電池が充放電制御を実施している。 

※８ 一般送配電事業者が需給調整市場で調達する調整力は、応動時間の速さ等によって、５つの商品区分
に分けられており、一次調整力、二次調整力①および二次調整力②とは、そのうち応動時間の速い商品



区分のこと。ここで指す要件とは、第 26回 需給調整市場検討小委員会で示されたアセスメントの要件。 


